第３号様式（第５条関係）

　　　設備等導入補助金交付申請書

　　年　　月　　日　　
　京都市長　様
（申請者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

環境負荷の低減、衛生管理の向上及び経営力の強化に寄与する設備等の導入に係る補助金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記　
１　交付対象設備等の名称
　　

２　現金一括購入契約、割賦購入契約又はリース契約の締結予定日
　　現金一括購入契約の締結予定日　　　　年　　月　　日
　　割賦購入契約の締結予定日　　　　　　年　　月　　日
　　リース契約の締結予定日　　　　　　　年　　月　　日

３　納入予定日及び支払予定日（割賦購入契約又はリース契約の場合は、初回の支払予定日）
納入予定日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
支払予定日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

４　導入経費、交付対象経費、設備等導入補助金申請額
　　（　　　　年度）設備等導入補助金申請額　　　　金　　　　　　　　　　円
　⑴　現金一括購入
　ア　導入経費
　　　金　　　　　　　　　　円
イ　交付対象経費
　　金　　　　　　　　　　円
ウ　設備等導入補助金申請額
　　　金　　　　　　　　　　円
⑵　割賦購入
　ア　導入経費
　　　金　　　　　　　　　　円
イ　交付対象経費
　　金　　　　　　　　　　円
ウ　設備等導入補助金申請額
　　　金　　　　　　　　　　円
　エ　契約予定期間
　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　オ　年度ごとの導入経費等
	年度
	導入経費
	交付対象経費
	設備等導入補助金申請額
	支払回数

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	合　　計　
	円
	円
	円
	回


⑶　リース
　ア　導入経費
　　　金　　　　　　　　　　円
イ　交付対象経費
　　金　　　　　　　　　　円
ウ　設備等導入補助金申請額
　　　金　　　　　　　　　　円
　エ　契約予定期間
　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　オ　年度ごとの導入経費等
	年度
	導入経費
	交付対象経費
	設備等導入補助金申請額
	支払回数

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	年度
	円
	円
	円
	回

	合　　計　
	円
	円
	円
	回



５　共同利用の有無
　　（「有」又は「無」と記載）
６　共同購入・共同運用の有無
　　（「有」又は「無」と記載）
７　特に共益性が高い交付対象設備等であることの申立の有無
　（「有」又は「無」と記載）
８　概算払の希望の有無、概算払を希望する理由
　　（「有」又は「無」と記載）
　　（概算払を希望する理由）
　※　１～８について、複数の交付対象設備等を導入する場合は、交付対象設備等ごとに記載してください。
※　２～４で「予定」とあるものについて、確定している場合は確定している日を記載してください。

９　添付書類
　⑴　交付対象設備等の要件を満たすことを証明又は説明する書類（仕様書の写し等）
　⑵　別表の分類「経営力の強化」に掲げる交付対象設備等を導入する場合は、設備等導入補助金経営力強化事業計画書（第４号様式）
⑶　交付対象設備等の設置に工事を伴う場合は、その内容を説明する書類（設計図、工程表の写し等）
⑷　交付対象経費の詳細な内訳を示す２社の見積書の写し
　　交付対象経費が１，０００万円を超える場合は、３社の見積書の写しを提出してください。
　　ただし、契約の目的をより効果的かつ効率的に達成できる見込みがある場合や、他の者と契約を締結する場合に比べ、著しく有利な価格で契約を締結できる見込みがある場合等は、１社の見積書の写しと見積り合せに適さない交付対象設備等であることの申立書（第５号様式）を提出してください。
⑸　割賦購入契約又はリース契約による場合は、その支払予定を示した書類の写し
⑹　市税に係る徴収金に滞納がないことを証明する直近の書類（納税証明書等）の写し
⑺　共同利用による場合は、利用する場内事業者の名称及び交付対象設備等の利用計画が記載された書類
⑻　共同購入・共同運用による場合は、参加する場内事業者の名称、各場内事業者が負担する経費及びそれらの経費に対する設備等導入補助金申請額並びに交付対象設備等の運用計画が記載された書類
⑼　卸売業者又は構成団体が特に共益性が高い交付対象設備等を導入する場合は、特に共益性が高い交付対象設備等であることの申立書（第６号様式）
⑽　第４条第２項の適用を受ける場合は、買替えが必要な交付対象設備等が省令で定める耐用年数を経過していないことを示す書類、及び破損する等の理由で移設することができないことを証明する書類
⑾　その他市長が必要と認める書類

※　第５条第２項に基づく申請の場合は、⑸から⑻まで、及び⑾の書類を添付してください。

